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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営の透明性を高めるため公正な経営の実現を重要課題としております。取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその
他経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行を監督する機関と位置づけております。コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが
求められる中、経営内容の公正性と透明性を高めるため、積極的かつ迅速な情報開示に努めるとともにインターネットを通じて財務情報の提

供を行うなど幅広い情報開示にも努めてまいります。

また、当社は監査等委員会制度を採用し、会社の機能として会社法に規定する取締役会および監査等委員会を設置しており、重要な業務執行の
決議、監督ならびに監査を行っております。取締役（監査等委員である取締役を除く。）は7名で構成しております。

監査等委員である取締役につきましては、取締役会、その他重要な会議に出席し、取締役の業務執行について厳正な監視を行っております。

監査等委員会は、３名で構成しており、客観的な立場から取締役の業務執行を監視しております。会社と監査等委員である取締役のうち独立役
員である髙田明夫氏、藤枝政雄氏並びに北川健太郎氏の３名については、人的関係、資本的関係または取引関係その他の特筆すべき利害関係
はございません。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、以下の14原則については業務効率、資本効率や当社事業上の特性から、実施することが必ずしも当社及び当社のステークホルダーの
皆様にとって最適ではないと考えているもの、あるいは一定の取り組みは行っているものの、さらなる検証と対応が必要であるものついては「実施
していない」と捉え、開示しています。

【補充原則１―２―４．】

当社の外国法人等の持株比率は2021年３月末日現在で、1.0％と僅少であるため、業務効率面を考慮して、招集通知の英訳については実施して
いません。20％を超えた時点で検討いたします。議決権電子行使プラットフォームについても同様の方針です。

【補充原則１―２―５．】

当社では、株主総会における議決権は、株主名簿上に記載または記録されている者が有しているものとして、信託銀行等の名義で株式を保有す
る機関投資家等の実質株主が株主総会へ出席し、議決権の行使や質問を行うことは原則認めていません。今後は、実質株主の要望や信託銀行
等の動向を注視しつつ、実質株主の株主総会への出席に関わるガイドラインの検討・整備に努めてまいります。

【原則１―４．】

投資目的以外の目的で保有する株式に関する具体的な検証内容については開示しておりませんが、事業戦略上の重要性、取引先との事業上の
関係等を総合的に勘案し、政策的に必要とする株式は保有していく方針です。同株式の買い増しや処分の要否は、当社の成長に必要かどうか、
他に有効な資金活用はないか等の観点で、担当取締役による検証を適宜行い、必要に応じ取締役会に諮ることとしています。

さらに、政策的保有の意義や当初予定していた目的・効果が発揮されているか、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を精査
し、取締役会において年に１度継続的にモニタリングしていきます。

検討の結果、保有することが適当でないと判断した場合、相手方の理解を得ながら売却・縮減を図っていくことと致します。

また、同株式に係る議決権行使については、その議案が当社の保有方針に適合するかどうかに加え、発行会社の効率かつ健全な経営に役立
ち、企業価値の向上を期待できるかどうか等を総合的に勘案して行っています。

【原則１－４－１】

政策保有株主より当社株式の売却の意向が示された場合には、取引の縮減を示唆することなどにより当社が売却を妨げることはありません。た
だし、業務上の提携を目的とした政策保有株主より、当社株式の売却意向が示された場合には、経済合理性に基づいた提携関係の見直しに関す
る協議が必要になるものと認識しております。

【原則１－４－２】

政策保有株主との取引について取締役会での定期的な検証は行っていませんが、個々の取引に当たっては、業績目標をもつ各決裁権限者が、
政策保有株主であるかに関わらず、経済合理性に基づき判断しております。

【原則２－６】

当社は、独自の年金制度としては、確定拠出型年金のみであるため、本原則の対象外と考えております。

【補充原則３―２―１（i）．】

（i）外部会計監査人については、その監査実施状況や監査報告等を通じ、職務の実施状況の把握・評価を行っていますが、外部会計監査人候補
の評価に関する明確な基準は策定していません。今後、外部団体のガイドラインを参照する等して、監査等委員会にて協議・決定する予定です。

【補充原則４―１―２．】

当社グループの業績は、当社子会社、日本コンベヤ株式会社の業績に大きく左右されます。同社の主要な事業であるコンベヤ関連事業は、案件
１つの受注・失注により業績が大きく左右され、また案件によっては受注から納入までに１～５年という非常に長い期間を要する事業です。また、
納入先も大規模な工事現場や鉱山等、収益化に比較的長い時間を有します。こうしたリスクの高い事業上の特性から、中長期の経営計画を立案
することは、株主の皆様に不要かつ過大なリスク負担を強いることになり、かえって的確な投資判断を損なう恐れがあるものと考えています。この
ため当社では、経営計画は単年度の策定としています。今後は株主の皆様との建設的な対話に向けた共通認識を形成するため、経営計画及び
その達成状況について開示していきたいと考えています。

【補充原則４－１－３】

当社では現在のところ最高経営責任者の後継者計画の策定・運用・監督には、取締役会は主体的には関与していませんが、当該目的のため、後
継者候補である経営幹部と常勤取締役に対し、経営課題に対する意見具申を求めたうえでイントラネットを通じて全員で議論を行うという研修を常
時行っております。これらのプロセスを通じて、次期経営責任者としてふさわしい人物が、客観的かつ透明性をもって選出されるコンセンサスが醸



成されていくと考えております。

【補充原則４－３－２】

ＣＥＯの選解任について、当社では、独立した諮問委員会は設置しておりませんが、取締役10名中7名を独立社外取締役が占める取締役会により
客観性を担保しながら慎重に検討して決定しております。

【補充原則４－３－３】

ＣＥＯの解任について、具体的な業績基準などは策定していませんが、会社業績等を踏まえＣＥＯがその機能を十分発揮していないと認められる
場合には、取締役会にてすみやかに解任手続きを行います。

【補充原則4－10－１】

当社では、指名委員会を設置しておりませんが、取締役の指名にあたっては、独立社外取締役のみで構成する監査等委員会の判断を仰ぐことと
しております。また、その他指名・報酬などを含む重要な事項に関して検討する取締役会は、取締役10名中7名を独立社外取締役とするなど社外
取締役の適切な関与・助言が反映されやすい構成としており、独立性・客観性が十分確保されていると考えております。なお、報酬につきまして
は、2021年10月25日付で、独立社外取締役のみで構成する任意の報酬委員会を設置し、役員報酬決定プロセスの更なる透明性を図っています。

【補充原則４―11―３．】

取締役会の実効性評価については、今後、取締役会の機能を向上させるという観点から、評価手法も含めて検討してまいります。

【原則５―２．】

当社は毎年、経営計画を策定し、当期の売上高、営業利益及び1 株当たり当期純利益等の予想値を、決算短信で開示しています。予想値につい

て、変更が生じた際は、変更の背景や内容について、業績予想の修正の適時開示を行っています。

これを超える経営資源の配分計画などより具体的な計画を定期的に開示するには至っておりませんが、株主の皆様との有益な対話のベースとし
ての情報提供を積極的に行うことで、よりわかりやすい情報開示に取り組んでまいる所存です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示項目の内容は、次のとおりです。

【原則１―７．】（関係当事者間の取引）

当社では、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との関連当事者取引は、取締役会での審議・決議を要することとしています。当社取締役
が実質的に支配する法人及び主要株主が当社顧客として取引を行う場合、会社に不利益とならない体制を整えています。なお、関連当事者取引
に該当する取引、及び判断が困難な場合の取引を行う際は、事前に必ず取締役会で審議・決議することを当社規程に定め、かつ、年に１度、各取
締役について関連当事者取引の状況についてヒアリングを行っています。

【原則３－１．】（情報開示の充実）

（i）経営の見通しや対処すべき課題については、決算短信等にて開示しています。

（ii）コーポレート・ガバナンスの基本方針をコーポレート・ガバナンスに関する報告書にて開示しています。

（iii）役員の報酬決定にあたっては、経営に対する責任の大きさ、培った豊富な経験、知見、専門知識、洞察力等を活用した職務遂行への対価とし
ての基本部分に、当期における当社業績水準、当社業績への寄与等、その達成状況も加味して報酬を支払うこととしています。なお、2021年10月
25日付で、独立社外取締役のみで構成する任意の報酬委員会を設置し、役員報酬決定プロセスの更なる透明性を図っています。

（iｖ）社内の人材から役員を指名する際には、知識、複数の部門における実務経験等の要素を勘案し、取締役会で選任または指名を行っていま
す。社外の人材を役員に招聘するにあたっては、その独立性、特定の分野における専門性を勘案しています。また監査等委員となる取締役につ
いては、監査等委員会の同意を基に、株主総会に付議しています。なお、全ての取締役の指名に際して、株主総会の付議に先立って、取締役会
に付議され、決議されています。

また、取締役に法令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた場合には、取締役会は、当該取締役の役位
の解職その他の処分を行うこと、あるいは株主総会に対する解任議案の提出について、社外取締役のみで構成する監査等委員会の事前同意を
求めた上で、取締役会にて審議・決定します。

（ｖ）取締役会が経営幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明は、平成28年度第１回定時株主総会
より、株主総会招集通知等に記載しております。

【補充原則４―１―１．】（経営陣に対する委任の範囲）

当社の取締役会は、取締役会規則に従い、経営の意思決定・監督・その意思決定に基づく業務執行・法令及び定款に定められた事項、当社及び
グループ会社の重要事項等を決定しています。取締役会の結果は、経営幹部に報告され、具体的な課題・問題を迅速に察知・対処できる仕組み
としています。各子会社における担当取締役を選任し、取締役会で決定された事業計画に基づき、各子会社における施策の決定や業務遂行を
行っています。

【原則４―８．】（独立社外取締役の有効な活用）

当社の社外取締役は7名であり、全員を、東京証券取引所に独立役員として届け出ています。当社の事業規模の拡大に応じて、増員が必要となっ
た時はその都度検討いたします。

【原則４―９．】（独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

独立社外取締役候補者の選定にあたっては、会社法や東京証券取引所が定める独立性基準を満たす候補者を選定しています。

また、各独立社外取締役を選定した基準は、株主総会招集通知等に記載し、開示しております。

【補充原則４―11―１．】（取締役会の全体としてのバランス・多様性・規模に関する考え方）

当社の取締役会は、取締役７名、監査等委員３名の規模で構成しています。監査等委員は過半数を社外取締役とすることを基本的な考え方とし
ており、この方針に基づき、監査等委員３名全員を社外取締役としており、全員を東京証券取引所に独立役員として届け出ています。

また、監査等委員でない取締役７名のうち４名を社外取締役としており、全員を東京証券取引所に独立役員として届け出ています。

業務執行取締役は、知識、実務経験等の要素を勘案し、選任しています。

社外取締役は、性別を問わず、社外役員の独立性基準に基づき選任しています。社外取締役は公認会計士、弁護士等法曹経験者、コンサルタン
ト、他社の取締役の経験等の高い専門性を有する人材を選任するなどして、財務会計・法務に関する知識を有するとともに、事業の競争力を伸ば
しながら、健全で持続可能な成長が図れるよう、監督的立場である社外役員の知識・経験のバランスには十分配慮しています。

これにより、取締役会において独立した中立な立場からの意見を踏まえた、客観性・透明性を確保した議論が可能となっていると認識しています。

【補充原則４―11―２．】（取締役の兼任状況）

社外取締役である監査等委員の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレート・ガバナンスに関する報告書等を
通じ、毎年開示を行っています。また、取締役10名のうち２名は当社グループ以外の他の上場会社の役員を兼任しています。他の業務執行取締
役は取締役の業務に専念できる体制となっています。

【補充原則４―14―２．】（取締役に対するトレーニングの方針）

当社では、各々の専門分野について十分な知見を有した取締役が、その経験・見識に基づき、多様な立場からの意見を発信しつつ業務を執行し
ています。また、常勤取締役については、上記補充原則4－１－3に記載の研修を常時行っております。なお、各取締役からトレーニング要望が



あった場合には、当社の費用負担のもとで速やかに適切なトレーニングを実施することとしています。

【原則５―１．】（株主との建設的な対話に関する方針）

当社では、株主との対話（面談）の対応は、管理本部にて行っています。面談にあたっては、原則として管理本部長が対応し、必要に応じてＩＲ担当
役員、グループ会社の管理担当役員、または当社代表取締役社長が対応しています。

管理本部にて、投資家からの電話取材やスモールミーティング等のＩＲ取材を積極的に受け付けています。取材及び株主との対話に際しては、内
部者取引に関する当社規程に基づきインサイダー情報管理に留意しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 384,600 5.99

豊栄実業株式会社 318,620 4.97

吉田知広 192,300 3.00

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 182,600 2.85

NCホールディングス取引先持株会 176,200 2.75

シグマトロン株式会社 156,040 2.43

MUTOHホールディングス株式会社 152,040 2.37

株式会社テクノ・セブン 130,300 2.03

インターネットウェア株式会社 129,400 2.02

みずほ銀行 119,600 1.86

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

当社は、議決権33.34％（間接保有割合を含む）を保有するＴＣＳホールディングス株式会社と資本業務提携契約を締結しておりましたが、2021年5
月24日をもって解約いたしました。

また、2021年10月26日に、同社並びにその共同保有者より、その保有する全株式を自社株として取得いたしました。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 機械

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

なし



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
7 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

片山　卓朗 弁護士 ○

髙田　明夫 弁護士

藤枝　政雄 公認会計士

松木　謙一郎 公認会計士

髙橋　浩司 他の会社の出身者

橋本　泰 他の会社の出身者

北川　健太郎 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



片山　卓朗 　 ○

片山卓朗氏については、当社の法務に関
する助言を受けるべく、所属する法律事務
所と顧問契約を締結しております。

当事務所に対しては、顧問料を支払って
おりますが、その額は些少でありますの
で、独立役員としての独立性に影響はな
いものと判断しております。

片山卓朗氏は、直接会社経営に関与された経
験はありませんが、弁護士の資格を有してお
り、企業法務の分野を中心に、企業買収、企業
再建などに関する相当程度の知見を有し、社
外取締役として職務を遂行していただけると判
断いたしました。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、弁護士としての主
たる職業を有していることおよびその社会的地
位から責任のある行動が期待されることなどか
ら、一般の株主と利益相反が生じるおそれのな
い高い独立性を有するものと判断し、独立役員
に指定いたしました。

髙田　明夫 ○ ○ ―――

高田明夫氏は、直接会社経営に関与された経
験はありませんが、弁護士の資格を有してお
り、企業法務の分野を中心に、法令およびリス
ク管理などに関する相当程度の知見を有し、社
外取締役として職務を遂行していただけると判
断いたしました。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、弁護士としての主
たる職業を有していることおよびその社会的地
位から責任のある行動が期待されることなどか
ら、一般の株主と利益相反が生じるおそれのな
い高い独立性を有するものと判断し、独立役員
に指定いたしました。

藤枝　政雄 ○ ○ ―――

藤枝政雄氏は、直接会社経営に関与された経
験はありませんが、公認会計士の資格を有し
ており、財務および会計に関する知見を有し、
社外取締役として職務を遂行していただけると
判断いたしました。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、公認会計士として
の主たる職業を有していることおよびその社会
的地位から責任のある行動が期待されることな
どから、一般の株主と利益相反が生じるおそれ
のない高い独立性を有するものと判断し、独立
役員に指定いたしました。

松木　謙一郎 ○ ○ ―――

松木謙一郎氏は、直接会社経営に関与された
経験はありませんが、大手公認会計士事務所
で勤務経験のある公認会計士として、多くの事
業法人の経営コンサルタンティングを行ってき
た経験と実績、幅広い知識から、社外取締役と
しての職務を適切に遂行して頂けるものと判断
しました。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、公認会計士として
の主たる職業を有していることおよびその社会
的地位から責任のある行動が期待されることな
どから、一般の株主と利益相反が生じるおそれ
のない高い独立性を有するものと判断し、独立
役員に指定いたしました。

髙橋　浩司 　 ○ ―――

高橋浩司氏は、大手都市銀行において、主に
法人営業および融資部門の管理職等に従事し
た後、現在は東京都の創業支援事業やコンサ
ルティング会社の代表を務めておられます。経
営支援に係る豊富な経験と中小企業診断士と
しての見識を活かし、社外取締役としての職務
を適切に遂行して頂けるものと判断しておりま
す。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、中小企業診断士
としての主たる職業を有していることおよびそ
の社会的地位から責任のある行動が期待され
ることなどから、一般の株主と利益相反が生じ
るおそれのない高い独立性を有するものと判
断し、独立役員に指定いたしました。



橋本　泰 　 ○ ―――

橋本泰氏は、大手金融会社にて法人営業など
を経験後、上場会社を含む多くの企業の取締
役を歴任し、現在は自ら設立した会社を経営し
ています。これら事業会社の経営に従事した経
験を活かし、社外取締役としての職務を適切に
遂行して頂けるものと判断しております。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、会社経営者として
の主たる職業を有していることおよびその社会
的地位から責任のある行動が期待されることな
どから、一般の株主と利益相反が生じるおそれ
のない高い独立性を有するものと判断し、独立
役員に指定いたしました。

北川　健太郎 　 ○ ―――

北川健太郎氏は、直接会社経営に関与された
経験はありませんが、長年検事として奉職され
法曹界への造詣が深いことに加え、既に1年以
上当社の監査等委員である取締役の補欠とし
て、取締役会にもオブザーバーとして参加して
おり、当社グループの内情にも明るいことか
ら、監査等委員である社外取締役として職務を
適切に遂行していただけると判断いたしまし
た。その専門的見地から、コンプライアンス関
係を中心とした有効な助言を期待しておりま
す。

同氏は東京証券取引所が定める独立役員の
要件を満たしております。加えて、当社の社外
取締役としての地位以外に、弁護士としての主
たる職業を有していることおよびその社会的地
位から責任のある行動が期待されることなどか
ら、一般の株主と利益相反が生じるおそれのな
い高い独立性を有するものと判断し、独立役員
に指定いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、兼務の補助スタッフを１名配置しております。なお、当該使用人の独立性を確保するため、任
命、異動、懲戒等の人事権に係る事項の決定にあたっては、事前に監査等委員会の同意を得るものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員である取締役３名は、監査等委員として毎月開催される監査等委員会に出席し、監査に関する重要な事項について報告、協議を
行っております。

　監査等委員である取締役は取締役の業務執行、意思決定及び内部統制システムの整備状況を監査するため取締役会に出席し意見を述べると
ともに、監査等委員会監査基準に則り独立性の保持に努めるとともに常に公平不偏の立場を保持し監査を行っております。また、内部監査部門で
ある内部監査室と必要に応じ財務報告に係る内部統制報告制度の内部監査に関し打合わせを行っております。会計監査人とも必要に応じて、会
計上及び内部統制に関する打合わせを行い相互に連携を高めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する

任意の委員会の有無
あり



任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

― ― ― ― ― ― ― ―

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 3 0 0 3 0 0
社外取
締役

補足説明

2021年10月25日に、独立社外役員3名から構成される任意の報酬委員会を設置しました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

なし

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　2019年6月25日開催の定時株主総会において承認頂き、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主との一層
の価値共有を進めることを目的として、新たに譲渡制限付株式報酬制度を導入いたしました。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　連結役員報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。また、有価証券報告書、事業報告において取締役およ
び監査役に支払った総額を記載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　役員報酬は、株主総会で承認された限度額の範囲内で決定し、その金額を取締役（監査等委員であるものを除く）については報酬委員会の諮
問を受けて取締役会で、監査等委員である取締役については監査等委員会の協議で決定しております。また、報酬等は、取締役（監査等委員で
あるものを除く）につきましては、役位と職務に応じて算定された額と業績評価を加算し、監査等委員である取締役につきましては、監査等委員会
の協議による基準で算定しております。

【社外取締役のサポート体制】



　監査等委員でない社外取締役へのサポートは、管理本部が担当しており、連携を密にして社外取締役の活動が確保できるよう補助いたします。

また、当社の監査等委員である取締役は全て社外取締役であります。監査等委員へのサポートは内部監査室が担当しており、取締役の業務執
行に対する客観的な監視機能を確保できるようサポートしております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

なし

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社の取締役会は10名で構成しており、機動的な取締役会になっております。

会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況としては、取締役会を毎月１回以上開催し、法令並びに取締役会規則で定め
られた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しております。取締役が出席し、活発な議論のもとで意思決定を
行っております。

　また、会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を結び、正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される

環境を整備しております。顧問弁護士からは、必要に応じて適宜コーポレート・ガバナンス等に関する法的アドバイスを受けております。

　リスク管理に関しても、法令順守および高い企業理念に基づく行動のより一層の徹底を図っています。経営トップをはじめとして役員、従業員一
人一人が、企業倫理と利益を両立させるという理念を持ち、企業市民の一員としての自覚と社会の信頼に応える高い倫理観をもって企業活動を
推進しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、当社の事業規模を勘案した上で意思決定及び業務執行の効率化・迅速化、また経営を監視・監督する立場から、取締役会において取
締役の業務執行を監査する立場の者も意思決定に参画することができる監査等委員会設置会社としております。また、取締役10名中過半数であ
る７名を独立社外取締役としております。

　これにより、多様な立場からの多面的な議論を行うとともに、取締役の業務執行の相互監視と牽制の更なる強化を通じて、透明性のある経営判
断が促進されると判断しました。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

　可能な限り早期に発送する方針であります。例年株主総会開催日の３週間前を目途とし
ております。

　また、早期通知の方針に鑑み、当社ホームページ上に招集通知を公開することといたし
ております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
　当社ホームページのＩＲ情報に「株主総会招集通知」「決算短信」「業績予想
の修正」等を掲載しております。

ＵＲＬ：https://www.nc-hd.co.jp/

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとおりであります。

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

１．取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

イ．取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取扱は、当社社内規程およびそれに関する規程等管理規程に従い適
切に保存および管理（廃棄を含む。）の運用を実施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

ロ．前項に係る事務は、当該担当取締役が所管し、検証・見直しの経過について、定期的に取締役会に報告する。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社は、代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室を設置する。

ロ．内部監査室は、定期的に業務監査実施項目および実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なきよう確認し、必要があれば監査方法の改訂を
行う。

ハ．内部監査室の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内
容およびそれがもたらす損失の程度等について直ちに担当部署に通報される体制を構築する。

ニ．内部監査室の活動を円滑にするために、リスクマネジメント規程、関連する個別規程 （経理規程等）、マニュアルなどの整備を各部署に求め、

また内部監査室の存在意義を全使用人に周知徹底し、損失の危険を発見した場合には、直ちに内部監査室に報告するよう指導する。

ホ．管理本部は、リスクマネジメント規程の整備、運用状況の確認を行うとともに使用人に対する研修等を企画実行する。

３．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動
することとする。また、経営目標が当初の予定どおりに進捗しているか業務報告を通じ定期的に検査を行う。

ロ．業務執行のマネジメントについては、取締役会規則により定められている事項およびその付議基準に該当する事項についてはすべて取締役
会に付議することを遵守し、その際には経営判断の原則に基づき事前の議題に関する十分な資料が全取締役に配布される体制をとるものとす
る。

ハ．日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、職務分掌等に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を
遂行することとする。

４．取締役及び使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

イ．全使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンス担当取締役を責任役員として、その責任のもと、コンプライアンス規程を作成
するとともに、全使用人が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制を構築する。

ロ．万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容・対処案がコンプライアンス担当役員を通じトップマネジメント、取締役
会、監査等委員会に報告される体制を構築する。

ハ．担当役員は、コンプライアンス規程に従い、担当部署にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置を行い、コンプライアンスの実施状況を
管理・監督し、使用人に対して適切な研修体制を構築し、それを通じて使用人に対し、内部通報規程および内部通報相談窓口のさらなる周知徹底
を図る。

５．当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．内部監査室は取締役会に提出した計画に基づき、子会社および関連会社（以下、子会社等という。）のリスク情報の有無を監査する。

ロ．内部監査室は、子会社等に損失の危険が発生し、これを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度およ
び当社に対する影響等について、当社の取締役会および担当部署に報告される体制を構築する。

ハ．当社と子会社等との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、内部監査室は、子会社等の監査役と十分な情報交換を行う。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人等を置くことに関する事項

イ．監査等委員会の職務を補助する使用人を１名以上配置することとする。

ロ．前項の具体的な内容については、監査等委員会の意見を聴取し、人事担当取締役その他の関係各方面の意見も十分に考慮して決定する。

７．監査等委員会の職務を補助すべき使用人等の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び監査等委員会からの指示の実効
性の確保に関する事項

イ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査等委員会と事前に協議を行うものとする。

ロ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行するものとする。

８．取締役および使用人等から監査等委員会への報告に関する体制、その他の監査等委員への報告に関する体制

イ．取締役等（監査等委員である取締役を除く。子会社の取締役・監査役を含む。）および使用人（子会社の使用人を含む。）は、監査等委員会の
定めるところに従い、各監査等委員の要請に応じて必要な報告および情報提供を行うこととする。

ロ．前項の報告・情報提供はとして主なものは、次のとおりとする。

・当社の内部統制システム構築にかかわる部門の活動状況

・当社の子会社等の監査役および内部監査部門の活動状況

・当社の重要な会計方針、会計基準およびその変更

・業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

・内部通報制度の運用および通報の内容

・監査等委員会から要求された社内稟議書および会議議事録の回付の義務付け

ハ．上記報告・情報提供をしたものが当該報告・情報提供を理由として不利な取り扱いを受けないものとする。

９．その他の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．代表取締役は、監査等委員会と定期的なミーティングを開催する。

ロ．監査等委員会は、内部監査スケジュールや往査等に関して、内部監査室および会計監査人と緊密に調整、連携する。監査等委員の監査に要
する費用については、支出に合理性がないと、取締役が拒否の判断をした場合を除き、会社所定の手続きを経て、速やかにこの実費相当額を支
払う。また費用の前払いの必要が生じたときは、会社所定の手続きを経て処理をする。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、法令遵守の責任はもとより、社会の一員として企業活動を通じて社会的責任を果たすために「企業倫理行動規範」を定めております。

その中で、当社は、グループ全体を通して「市民生活の秩序や健全な企業活動を阻む勢力に対し、強い姿勢で臨み、一切の不当、不法な要求に
は応じない」ことを掲げ、反社会的勢力との関係遮断には毅然とした態度で対応いたします。

　また、反社会的勢力の対応部署を総務部とし、警察等の外部関連機関を通じて不当要求の適切な対応方法や関連情報の収集といった一連の
取組みを行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上のため、安定的かつ時続的成長の実現に努めており、過剰な防衛策の導入は
株主利益を損ねる可能性があると考えるため、現状では防衛策の導入には至っておりません。

　しかし、当社株式を大量に取得しようとする者の出現等により、当社グループの企業価値・株主共同の利益が毀損されるおそれがある場合に
は、法令・定款で許容される範囲内において適切な措置を講ずることを基本方針といたします。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

当社の会社情報の適時開示にかかる社内体制の状況は、下記のとおりです。

１．適時開示のポリシー

　当社は、投資家の皆様に適切な投資情報をお届けするために、透明性・公平性・継続性を原則としてタイムリーな情報開示を行ってまいります。
具体的には、東京証券取引所の適時開示規則に指定された情報、その他の重要な情報を迅速に公開するほか、当社を理解していただくために
有効であると判断した場合、重要事実以外の情報につきましても積極的に開示してまいります。

２．適時開示の担当部署

　当社では、会社情報の適時開示について、管理本部が窓口となり、以下の体制にて情報の収集・重要性の判断を行っております。

（会社情報の収集）

　当社および子会社において発生した重要事実・決議事項は、法令及び取締役会規定等各種規定に従い取締役会に報告される体制となっており
ます。

　

（適時開示の判断）

　情報の集約は、取締役会に出席する管理本部長（取締役）が責任者として担当します。管理本部長は、東京証券取引所の適時開示規則に従
い、開示の義務を判断するとともに、開示義務がないものについても、その開示の必要性について判断し、代表取締役に進言します。

　開示が義務づけられていないないものの適時開示の適否は、代表取締役が判断しております。

（外部公表）

　会社情報の開示につきましては、管理本部が東京証券所の適時開示規則に従い速やかに行っております。




